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はじめに

教育部（教育部は，日本の文部科学省に相当する。）は，１９９８年１２月に制定した「２１世紀に向け

た教育振興行動計画」１において，高等教育の拡大（高等教育の拡大とは，大学進学率の上昇と大学

進学者数の増加を意味する。）を目指す方針をはじめて明確に示した。中国の高等教育は，これ以

降，M. トロウ（Trow, Martin A.）のいうエリート教育段階から大衆教育段階へと移行していく

のである２，３。「２１世紀に向けた教育振興行動計画」は，１９９７年当時９．１％にすぎなかった大学進

学率を２０１０年までに１５％近くまで引き上げることを明記していた。もっとも，大学進学率の上

昇は，教育部の計画を上回る速度ですすみ，１５％という数値目標は，８年も前倒しして２００２年

に達成された。

続けて，教育部は，２０１０年に達成すべき大学進学率を２５％とすることを盛り込んだ「国家教

育事業発展“十一五”企劃綱要」（この計画は，２００６～２０１０年の第１１次５ヵ年計画期の教育基本計画

に相当する。）をまとめた。「国家教育事業発展“十一五”企劃綱要」は，２００７年５月，国務院

（国務院は，日本の内閣府に相当する。）の承認を得て関係機関に通知された４。２００５年の大学進学

率は，すでに２１．０％に達していたため，教育部は，「国家教育事業発展“十一五”企劃」の最終

年にあたる２０１０年までに大学進学率を実質的に４ポイント引き上げる方針を示したことになっ

た。２０１０年の大学進学率は，この方針を受けて，数値目標の２５％を上回る２６．５％となった。

さらに，教育部は，２０１０年７月に公布した「国家中長期教育改革・発展規劃綱要（２０１０～

２０２０年）」５において，２０２０年までに大学進学率を４０％まで引き上げることを示した。この計画
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は，目下，進行中である。

こうして，大学進学率と大学進学者数は，図表１に示したように，１９９０年代末以降急速に引

き上げられる結果になり，２０２０年に向けてさらに引き上げられようとしている。大学進学率の

上昇は，教育部による入学定員の拡大に大学進学志願者数の増加が呼応して生じており，１９５０

年代末から４０年間に及ぶ日本の経験を３０年間に圧縮して再現しつつあるようにみえる６。

なお，２０２０年までに大学進学率を４０％まで引き上げるという教育部の方針は，十分に達せら

れる見通しである。図表２は，普通大学統一入学試験（中国語の正式表記は，「普通高等学校招生全

国統一考試」である。一般に「高考」と呼ばれている。）の結果が志望校の求める水準に達しなかっ

たために大学進学を果たせなかった受験者数とその比率をまとめたものである。普通大学統一入

学試験出願者数の３０～４０％程度は，近年でも大学進学を果たせずにおり，大学進学者数と大学

進学率は，教育部が入学定員をさらに拡大すれば，現在（２０１０年）時点でも大きく跳ね上がる。

本稿の目的は，私的教育費，すなわち学費，寮費，教材費（以下，中国語表記にしたがって学雑

費と表記する。）負担能力を有する住民世帯の増加によって高等教育の拡大が支えられている状況

に鑑みて，現在（２０１０年）時点における学雑費負担能力を有する都市住民世帯比と学雑費を負

図表１ 中国と日本の大学進学率と大学進学者数の推移

注１：大学進学率の定義は，以下のとおりである。
中国の大学進学率は，当該年の１８～２２歳人口に占める当該年の大学在籍者の比率である。
日本の大学進学率は，同一年齢集団（コーホート）の小学校進学率，中学校進学率，高等学校進学率，大学進学率を
掛け合わせたものである。
〔例〕２０００年の大学進学率＝（１９８８年小学校進学者数／１９８８年６歳人口）×（１９９４年中学校進学者数／１９８８年小学

校進学者数）×（１９９７年高等学校進学者数／１９９４年中学校進学者数）×（２０００年大学進
学者数／１９９７年高等学校進学者数）

２：中国の２０１０年以降の大学進学率（点線部分）は，教育部が「国家中長期教育改革・発展規劃綱要（２０１０～２０２０
年）」で示している計画値を達成するための目安となる各年の水準である。

資料：日本：文部科学省（２０１１年）『文部科学統計要覧』（平成２３年度版）日経印刷。
中国：中華人民共和国教育部発展規画司編（各年）『中国教育統計年鑑』（各年版）人民教育出版社。
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担しうる世帯可処分所得の下限を推定することにある。この作業は，大卒労働需給の不一致が目

下深刻視されているにもかかわらず，経済成長にともなう世帯可処分所得の上昇によって今後も

増加していくと見込まれる潜在的大卒労働供給量の予測に大きく寄与する。また，この作業は，

教育投資あるいは教育消費の主体が富裕層と中間層であることから，富裕層と中間層の規模を推

定する意義をも有している。

本稿の構成は，以下のとおりである。第１章では，教育経済学が大学進学の便益をどのように

捉えているかを整理し，教育経済学の理論仮説が中国における高等教育の拡大をどこまで説明し

うるかについて言及する。第２章では，高等教育拡大の必要条件である学雑費の動向を確認す

る。第３章では，学雑費負担能力を有する現在（２０１０年）時点の都市住民世帯比と学雑費を負

担しうる世帯可処分所得の下限を推定する。

第１章 大学進学の便益

教育経済学の理論仮説は，大学進学志願者数が増加する理由を大学進学が当事者にさまざまな

便益をもたらすためであると説く。たとえば，人的資本論に基づく内部収益率仮説は，個人が大

学進学を決定する理由を中卒者や高卒者（以下，非大卒者と表記する。）よりも教育に追加的投資

を行いより高度な人的資源を有する大卒者が学費等の直接費と大学に通学することによって失わ

れてしまう逸失所得を補って余りある多くの所得を生涯にわたって得ることに求めている。

また，シグナリング仮説は，個人が大学進学を志願する理由を大学進学時点における自己の能

力（生産性）を他者に提示するためであると解釈する。大卒，ひいては名門校卒というシグナル

は，情報の非対称性を有する労働市場において求職者となる自身の能力の高さを求人企業にたい

出願者数 入学者数 不合格者数 不合格者比率

２００１年 ４，５３４，４９５ ２，６８２，７９０ １，８５１，７０５ ４０．８％

２００２年 ６，１２４，５８０ ３，２０４，９７６ ２，９１９，６０４ ４７．７％

２００３年 ５，２６７，７６０ ３，８２１，７０１ １，４４６，０５９ ２７．５％

２００４年 ８，６７１，３２７ ４，４７３，４２２ ４，１９７，９０５ ４８．４％

２００５年 ８，７６８，１０８ ５，０４４，５８１ ３，７２３，５２７ ４２．５％

２００６年 ９，６４１，７８２ ５，４６０，５３０ ４，１８１，２５２ ４３．４％

２００７年 １０，１１７，７２５ ５，６５９，１９４ ４，４５８，５３１ ４４．１％

２００８年 １０，６０６，１５７ ６，０７６，６１２ ４，５２９，５４５ ４２．７％

２００９年 １０，２２６，３４７ ６，３９４，９３２ ３，８３１，４１５ ３７．５％

２０１０年 ９，３３３，２２１ ６，６１７，５５１ ２，７１５，６７０ ２９．１％

図表２ 普通大学統一入学試験の不合格者数と不合格者比率の動向

資料：中華人民共和国教育部発展規画司編（各年）『中国教育統計年鑑』（各年版）
人民教育出版社。
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して提示する指標となりうる。シグナリング仮説は，大学進学者自身にとっても，求人企業に

とっても，大学進学が採用に関わる取引費用を大幅に節約する効果をもたらすと考える。

もっとも，教育経済学分野における実証研究の多くは，内部収益率仮説とシグナリング仮説の

現実妥当性に限界を認めている。たとえば，日本の教育経済学の動向をサーベイした小塩隆士・

妹尾渉は，内部収益率仮説とシグナリング仮説のいずれもが十分な現実妥当性に欠ける理由をと

くに大学進学が消費としての一面を強く有することに求めている７。また，荒井一博は，実証研

究では非金銭的便益を分析の枠組みから捨象せざるをえないことや両親の学歴によって子どもの

大学進学の動機づけに相違が生じることを指摘している８，９。高等教育拡大の十分条件は，国・地

域固有の経路依存性に規定される以上，国・地域によって多様性をもたざるをえず，また同一の

国・地域であっても時代によって相違すると考えられる。１９９０年代末以降の中国における高等

教育の拡大も，当然，内部収益率仮説やシグナリング仮説では完全に説明しきれない現象である

といえよう。その理由は，以下のとおりである。

中国における大卒者の労働需給は，方虹・殷玉・孫大偉が指摘するように，図表３に示した第

三次産業の成長の遅れに起因して早くから供給過剰に陥っている１０。高学歴ワーキングプアとも

呼ぶべき「蟻族」の出現は，大卒労働需給の不一致に起因しているのである１１，１２。大卒労働需給

の不一致は，近年では大卒者・非大卒者間の賃金所得格差を縮小させる方向に働いているように

さえ見受けられる。大学進学に必要とされる学雑費も，第２章で示すように，物価上昇率を上回

る勢いで高騰しており，大学進学の内部収益率は，著しく低下しつつあると推測される。

また，大卒のシグナルは，大学が所在地行政区（ここでいう行政区とは，省，自治区，直轄市の

一級行政区を指す。）の戸籍保有者の合格最低点をその他行政区の戸籍保有者の合格最低点よりも

図表３ 中国と日本の産業別GDP構成比

資料：United Nations, UNdata: A World of Information（database）, United Nations, URL（http://data.un.org/）.
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低く設定する入試制度１３や企業が所在地の戸籍保有者を優先して採用する入社制度が存在するか

ぎり，個々人の能力差を正確に表すものとはいえない。

要するに，１９９０年代末以降の中国における高等教育の拡大は，内部収益率の低下（シグナリン

グ費用の上昇）やシグナリング機能の不全が認められているにもかかわらず続いているのであ

る。もちろん，大学進学は，生涯所得を期待所得で見積もれば依然として投資に値する案件であ

り，また戸籍所在地での就業に限定すれば相応のシグナルを発しているとはいえる。筆者は，内

部収益率の低下やシグナリング機能の不全が認められるにもかかわらず大学進学が国民に広く支

持され続ける現実にたいして，R. ドーア（Dore, Ronald Philip）のいう「後発効果」（late devel-

opment effect）の発現を認めざるを得ない１４，１５。ドーアは，後発国では大卒の資格が職業選抜の

指標として利用される傾向が強まり，学歴インフレが生じると指摘して，この傾向を「後発効

果」と呼んだ。「後発効果」の発現も，経路依存性に規定されたものとみなせよう。

いずれにせよ，中国における高等教育の拡大は，中期的にみると，多少減速することはあって

も持続性の高いものと見込まれる。大学進学の直接費，すなわち学雑費を負担しうる現在（２０１０

年）時点の都市住民世帯比と学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限の推定は，今後の高等教

育政策や若年就業問題を検討するうえで避けて通れない課題といえる。

第２章 学雑費負担の動向

大学生からの学雑費の徴収は，１９８５年，企業の委託を受けて入学を許可した「委託養成学

生」と普通大学統一入学試験の合格点に及ばなかった者のうち学雑費の納入と引き替えに入学を

許可した「自費学生」を対象にしてはじまった。一般学生である「公費学生」からの学雑費の徴

収は，「委託養成学生」と「自費学生」よりも若干遅れて，１９８９年８月，国家教育委員会（国家

教育委員会は，現在の教育部に相当する。），国家物価局（国家物価局は，現在の国家発展・改革委員会

に相当する。），財政部（財政部は，日本の財務省に相当する。）が連名で公布した「普通高等教育機

関の学雑費と寮費の徴収に関する規定」１６が適用されることによってはじまった。竇心浩による

と，「公費学生」が当初負担した学雑費は，１２０～２２０元（学費１００～２００元，寮費２０元）であった

という１７。こうして，学生のすべては，１９８９年以降学雑費を負担することになったが，「委託養

成学生」および「自費学生」と「公費学生」とのあいだで負担額が大きく異なる状況が一時的に

出現することになった。

国家教育委員会，国家計画委員会（国家計画委員会は，現在の国家発展・改革委員会に相当す

る。），財政部は，入学基準が異なる学生間で学雑費が異なることに起因して生じた学生募集上の

混乱を収拾するために，１９９６年１２月，「高等教育機関費用徴収管理臨時施行方法」１８を定め，普

通大学（普通大学は，「大学本科」と呼ばれる４年制大学と「大学専科」と呼ばれる２～３年制大学から

なる。）の学生が負担する学雑費を大学ごとに一元化させた。同時に，「高等教育機関費用徴収管

理臨時施行方法」は，普通大学の学費と寮費についても次のように規定していた。学費は，現段
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階では公的補助費を含めた学生１人あたり教育費の２５％以内に抑え，将来的には経済発展水準

と国民の負担能力に基づいて一級行政区政府の財政部門と物価部門と合議して逐次徴収額を調整

していく（第５条・第６条）。寮費は，実費のみの徴収に限定して利鞘を得てはならず，やはり

一級行政区政府の財政部門と物価部門と合議して徴収額を決定する（第１３条）。結果から判断す

ると，大学生の学雑費負担を学生１人あたり教育費の２５％以内に抑えるという規定は，２００１年

までは適用されていたようである。

図表４は，一般教育を行う普通大学と継続教育１９を行う成人大学（成人大学は，普通大学と同様

に「大学本科」と呼ばれる４年制大学と「大学専科」と呼ばれる２～３年制大学からなる。）の学生１人

あたり学雑費の動向をまとめたものである。普通大学の学生１人あたり学雑費は，ほぼ毎年増加

しており，２００５年に５０００元，２００８年に７０００元を超えた。普通大学の学生１人あたり学雑費

は，２００９年に１９９７年比で約４倍になった計算になり（都市消費者物価は，この間，１．１６倍になっ

た。），２００２年から公的補助費を含めた学生１人あたり教育費の２５％を上回るようになってい

る。「高等教育機関費用徴収管理臨時施行方法」の適用外である成人大学の学生１人あたり学雑

費も，同期間に約２倍になったが，近年はむしろ減少する傾向にある。

教育部をはじめとする中央官庁は，過去数回にわたって学雑費の抑制を促す通知を発してき

普 通 大 学 成 人 大 学

学 雑 費 学 生 数 １人あたり学雑費 学 雑 費 学 生 数 １人あたり学雑費

１人あたり
教育費比

１人あたり
教育費比（万元） （人） （元） （万元） （人） （元）

１９９７年 ５７８，８５７ ３，１７４，３６２ １，８２４ １４．８％ １３１，９１８ ２，７２４，２３８ ４８４ ２８．８％

１９９８年 ７３１，１３４ ３，４０８，７６４ ２，１４５ １３．３％ １２３，５３１ ２，８２２，１７１ ４３８ ２５．３％

１９９９年 １，２０７，８３６ ４，０８５，８７４ ２，９５６ １７．０％ １７０，９９５ ３，１０３，１５１ ５５１ ３０．６％

２０００年 １，９２６，１０９ ５，５６０，９００ ３，４６４ ２１．１％ ２４０，８２８ ３，５３６，４４２ ６８１ ３４．５％

２００１年 ２，８２４，４１７ ７，１９０，６５８ ３，９２８ ２４．２％ ２９９，８７９ ４，５５９，８０９ ６５８ ３７．０％

２００２年 ３，９０６，５２６ ９，０３３，６３１ ４，３２４ ２６．３％ ３５７，９９１ ５，５９１，５７３ ６４０ ３７．５％

２００３年 ５，０５７，３０７ １１，０８５，６４２ ４，５６２ ２８．８％ ４３０，１８７ ― n.a. ―

２００４年 ６，４７６，９２１ １３，３３４，９６９ ４，８５７ ３０．４％ ４６１，７３７ ４，１９７，９５６ １，１００ ３６．１％

２００５年 ７，９１９，２４９ １５，６１７，７６７ ５，０７１ ３１．１％ ４５９，８７７ ４，３６０，７０５ １，０５５ ４２．７％

２００６年 ８，５７５，０２８ １７，３８８，４４１ ４，９３１ ２９．２％ ４８５，６３６ ５，２４８，７６５ ９２５ ４０．８％

２００７年 １２，２３１，９１４ １８，８４８，９５４ ６，４８９ ３３．７％ ５４２，５３９ ５，２４１，５５０ １，０３５ ４２．３％

２００８年 １４，１８１，２７７ ２０，２１０，２４９ ７，０１７ ３３．７％ ５６１，５８６ ５，４８２，９４９ １，０２４ ４１．１％

２００９年 １５，４０３，４６９ ２１，４４６，５７０ ７，１８２ ３３．２％ ５３５，６１７ ５，４１３，５１３ ９８９ ３８．９％

２０１０年 n.a. ２２，３１７，９２９ n.a. ― n.a. ５，３６０，３８８ n.a. ―

図表４ 学生１人あたり学雑費の動向

注：２００３年の成人大学統一入学試験（中国語の正式表記は，「成人高等学校招生全国統一考試」である。一般に「成人高考」
と呼ばれている。）は，本来５月に実施される予定であったが，SARSの影響で１１～１２月に延期され，合格者は，２００４
年春季に入学した。その結果，２００３年の成人大学入学者は，存在しない。

資料：中華人民共和国教育部発展規画司編（各年）『中国教育統計年鑑』（各年版）人民教育出版社。
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た。財政部が２０１０年５月に関係機関に発した「不適正な教育費の徴収を適切に処理する工作に

関する通知」２０は，学雑費の抑制を促した最新の通知であり，２０１０～２０１１年の学雑費を２００６年

の水準以下に抑制するように指示している。もちろん，この通知は，２０１０～２０１１年の学雑費を

２００６年水準まで引き戻すことを指示しているにすぎず，２０１２年以降の学雑費について規定する

ものではない。学雑費の抑制を促す同様の通知は，今後も発せられるだろうが，学雑費は，中長

期的にみれば，「高等教育機関費用徴収管理臨時施行方法」に規定するように経済発展水準と国

民の負担能力に連動して増加していくと思われる。普通大学の学生１人あたり学雑費は，２０１０～

２０１１年に２００６年の水準に一旦引き下げられ，２０１２年以降は物価上昇率に連動して毎年４％ず

つ増加していくと想定すると，大学進学率４０％の達成を目標にしている２０２０年には現在（２０１０

年）とほぼ等しい７０００元程度になる。

第３章 学雑費負担能力を有する都市住民世帯比と学雑費を負担しうる

世帯可処分所得の下限

図表５は，普通大学統一入学試験出願者数の動向を属性（現役・浪人，戸籍所在地）別にまとめ

たものである。２０１０年の普通大学統一入学試験出願者数は，前年比９．４％減の９３３万人，うち

現役生数は，前年比５．３％減の７７１万人，浪人生数は，前年比２２．２％減の１６２万人であった。

また，都市出身者数は，前年比９．４％減の３６４万人，農村出身者数は，前年比８．３％減の５６９万

人であった。普通大学統一入学試験出願者の減少は，国際連合経済社会情報・政策分析局人口部

の推計で１８歳人口の減少がはじまる２０１１年よりも数年前倒しではじまっている２１。この現象

は，大学進学の内部収益率の低下やシグナリング機能の不全が都市と農村とのあいだで若干の時

間差をともないながらも徐々に国民に浸透しはじめていることに起因するのかも知れない。

いずれにせよ，普通大学統一入学試験出願者の大部分は，学雑費負担能力を有する世帯の出身

であると考えられる。そして，２０１０年に現役生の普通大学統一入学試験出願者を扶養していた

都市住民世帯と農村住民世帯は，１８歳の子どもを扶養している都市住民世帯４７７万の６４．８％，

同じく農村住民世帯１０６９万の４３．２％にそれぞれ相当したと見込まれる（２０１０年に大学出願年齢

にあった１８歳を含む１５～１９歳の子どもを扶養している世帯数は，２０００年の第５回人口センサスの結果

として示されている５～９歳の子どもを扶養している世帯数を読み替えることで求められる２２。１５～１９歳

の子どもを扶養している世帯数は，都市住民世帯２３８７万，農村住民世帯５３４５万と推定され，２０１０年に

現役生の普通大学統一入学試験出願者となりうる子どもを扶養していた世帯数は，単純にその５分の１

であるとすると，都市住民世帯４７７万，農村住民世帯１０６９万となる。）。都市住民世帯と農村住民世

帯が扶養している子ども数は，計画生育政策（一人っ子政策）によって原則としてそれぞれ１人

に制限されており（都市住民世帯は，非遺伝性の疾患や障碍によって第一子が将来健常者と同等の労

働力になりえない場合や夫婦いずれもが一人っ子の場合などにかぎり第二子の出産が認められている。

農村住民世帯は，都市住民世帯に認められている条件に加え，第一子が女児の場合に第二子の出産が認
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現役生・浪人生別出願者数 戸籍所在地別出願者数

現 役 浪 人 都 市 農 村

２００１年 ４，５３４，４９５ ３，５２０，３８３ １，０１４，１１２ ４，５３４，４９５ ２，２７５，５９２ ２，２５８，９０３

２００２年 ６，１２４，５８０ ４，７６２，６８７ １，３６１，８９３ ６，１２４，５８０ ２，８６８，２６５ ３，２５６，３１５

２００３年 ５，２６７，７６０ ４，００３，１５６ １，２６４，６０４ ５，２６７，７６０ ２，５６９，８６５ ２，６９７，８９５

２００４年 ８，６７１，３２７ ６，６９１，６０６ １，９７９，７２１ ８，６７１，３２７ ３，９７６，９２２ ４，６９４，４０５

２００５年 ８，７６８，１０８ ６，９２３，８５０ １，８４４，２５８ ８，７６８，１０８ ３，９３８，５１４ ４，８２９，５９４

２００６年 ９，６４１，７８２ ７，５６０，５９６ ２，０８１，１８６ ９，６４１，７８２ ４，２８７，４６５ ５，３５４，３１７

２００７年 １０，１１７，７２５ ７，９１０，２３７ ２，２０７，４８８ １０，１１７，７２５ ４，３３３，４２９ ５，７８４，２９６

２００８年 １０，６０６，１５７ ８，３１９，８５３ ２，２８６，３０４ １０，６０６，１５７ ４，３４２，６１７ ６，２６３，５４０

２００９年 １０，２２６，３４７ ８，１３９，９７３ ２，０８６，３７４ １０，２２６，３４７ ４，０２１，００５ ６，２０５，３４２

２０１０年
９，３３３，２２１ ７，７１０，０８７ １，６２３，１３４ ９，３３３，２２１ ３，６４１，０２８ ５，６９２，１９３

１００．０％ ８２．６％ １７．４％ １００．０％ ３９．０％ ６１．０％

現役生・浪人生別都市出願者数 現役生・浪人生別農村出願者数

現 役 浪 人 現 役 浪 人

２００１年 ２，２７５，５９２ １，８５０，７２７ ４２４，８６５ ２，２５８，９０３ １，６６９，６５６ ５８９，２４７

２００２年 ２，８６８，２６５ ２，３１３，５８９ ５５４，６７６ ３，２５６，３１５ ２，４４９，０９８ ８０７，２１７

２００３年 ２，５６９，８６５ ２，０４６，４２７ ５２３，４３８ ２，６９７，８９５ １，９５６，７２９ ７４１，１６６

２００４年 ３，９７６，９２２ ３，１４０，８２９ ８３６，０９３ ４，６９４，４０５ ３，５５０，７７７ １，１４３，６２８

２００５年 ３，９３８，５１４ ３，２３０，８９４ ７０７，６２０ ４，８２９，５９４ ３，６９２，９５６ １，１３６，６３８

２００６年 ４，２８７，４６５ ３，４９１，７８４ ７９５，６８１ ５，３５４，３１７ ４，０６８，８１２ １，２８５，５０５

２００７年 ４，３３３，４２９ ３，４９４，０４８ ８３９，３８１ ５，７８４，２９６ ４，４１６，１８９ １，３６８，１０７

２００８年 ４，３４２，６１７ ３，４９３，９４２ ８４８，６７５ ６，２６３，５４０ ４，８２５，９１１ １，４３７，６２９

２００９年 ４，０２１，００５ ３，２５９，６０３ ７６１，４０２ ６，２０５，３４２ ４，８８０，３７０ １，３２４，９７２

２０１０年
３，６４１，０２８ ３，０９４，９３３ ５４６，０９５ ５，６９２，１９３ ４，６１５，１５４ １，０７７，０３９

１００．０％ ８５．０％ １５．０％ １００．０％ ８１．１％ １８．９％

戸籍所在地別現役生出願者数 戸籍所在地別浪人生出願者数

都 市 農 村 都 市 農 村

２００１年 ３，５２０，３８３ １，８５０，７２７ １，６６９，６５６ １，０１４，１１２ ４２４，８６５ ５８９，２４７

２００２年 ４，７６２，６８７ ２，３１３，５８９ ２，４４９，０９８ １，３６１，８９３ ５５４，６７６ ８０７，２１７

２００３年 ４，００３，１５６ ２，０４６，４２７ １，９５６，７２９ １，２６４，６０４ ５２３，４３８ ７４１，１６６

２００４年 ６，６９１，６０６ ３，１４０，８２９ ３，５５０，７７７ １，９７９，７２１ ８３６，０９３ １，１４３，６２８

２００５年 ６，９２３，８５０ ３，２３０，８９４ ３，６９２，９５６ １，８４４，２５８ ７０７，６２０ １，１３６，６３８

２００６年 ７，５６０，５９６ ３，４９１，７８４ ４，０６８，８１２ ２，０８１，１８６ ７９５，６８１ １，２８５，５０５

２００７年 ７，９１０，２３７ ３，４９４，０４８ ４，４１６，１８９ ２，２０７，４８８ ８３９，３８１ １，３６８，１０７

２００８年 ８，３１９，８５３ ３，４９３，９４２ ４，８２５，９１１ ２，２８６，３０４ ８４８，６７５ １，４３７，６２９

２００９年 ８，１３９，９７３ ３，２５９，６０３ ４，８８０，３７０ ２，０８６，３７４ ７６１，４０２ １，３２４，９７２

２０１０年
７，７１０，０８７ ３，０９４，９３３ ４，６１５，１５４ １，６２３，１３４ ５４６，０９５ １，０７７，０３９

１００．０％ ４０．１％ ５９．９％ １００．０％ ３３．６％ ６６．４％

図表５ 属性別普通大学統一入学試験出願者数の動向

資料：中華人民共和国教育部発展規画司編（各年）『中国教育統計年鑑』（各年版）人民教育出版社。
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められている。），幸いにして世帯可処分所得の相違による影響をほとんど受けない。それゆえ，

標準世帯は，都市住民世帯と農村住民世帯のいずれでも夫婦一組（農村住民世帯は，出稼ぎに赴い

ている父母に代わって祖父母の場合が多いだろう。）と未婚の子ども１人からなる核家族とみなしう

る。

国家統計局は，都市住民世帯と農村住民世帯を対象とする家計調査を毎年実施している。その

結果の一部は，毎年刊行される『中国統計年鑑』等に製表されて掲載される。このうち都市住民

世帯の家計の動向は，家族員１人あたり可処分所得によって区分される７階層，すなわち最低所

得世帯（１０％），低所得世帯（１０％），低位中所得世帯（２０％），中位中所得世帯（２０％），高位中

所得世帯（２０％），高所得世帯（１０％），最高所得世帯（１０％）ごとにまとめられている（農村住

民世帯の調査結果は，都市住民世帯の調査結果と異なる形式でまとめられている。）。以下では，都市

住民世帯を対象とする家計調査の結果を利用して，現在（２０１０年）時点の学雑費負担能力を有

する都市住民世帯比と学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限を推定することにしたい。

図表６は，所得階層別都市住民世帯子ども比率（５）を推定したものである。所得階層別都市住

民１世帯あたり子ども数（３）は，所得階層別都市住民１世帯あたり家族員数（２）から父母に比定さ

れる２人を減じて求め，所得階層別都市住民世帯子ども数（４）は，所得階層別都市住民１世帯あ

たり子ども数（３）に調査世帯数（１）をそれぞれ乗じて求めた。なお，最低所得世帯と低所得世帯の

１世帯あたり子ども数は，１を上回っており，計画生育政策の運用や生活水準から判断して父母

と子ども以外の家族員を含んでいると思われる。しかし，そうした状況は，生活水準を異にする

とはいえ，残る所得世帯も同様であり，最低所得世帯と低所得世帯の子ども数の調整は，恣意性

全世帯
最低所得

世帯
低所得世帯

下位中所得

世帯

中位中所得

世帯

上位中所得

世帯
高所得世帯

最高所得

世帯

（１００％） （１０％） （１０％） （２０％） （２０％） （２０％） （１０％） （１０％）

（１）調査世帯数（A）

６５，６０７ ６，５６９ ６，５７０ １３，１４４ １３，１０３ １３，１２１ ６，５５３ ６，５４８

（２）所得階層別都市住民１世帯あたり家族員数（B）

２．８８ ３．２９ ３．２０ ３．０２ ２．８２ ２．７０ ２．６１ ２．５１

（３）所得階層別都市住民１世帯あたり子ども数【推計値】（C）〔（B）－父母（２人）〕

０．８８ １．２９ １．２０ １．０２ ０．８２ ０．７０ ０．６１ ０．５１

（４）所得階層別都市住民世帯子ども数【推計値】（D）〔（A）×（C）〕

５７，７３４ ８，４７４ ７，８８４ １３，４０７ １０，７４４ ９，１８５ ３，９９７ ３，３３９

（５）所得階層別都市住民世帯子ども比率【推計値】（E）〔Dの構成比〕

１００．０％ １４．７％ １３．７％ ２３．２％ １８．６％ １５．９％ ６．９％ ５．８％

図表６ 所得階層別都市住民子ども比率の推定（２０１０年）

資料：中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）『中国統計年鑑』（２０１１年版）中国統計出版社。
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を排除できないため断念する。

さて，家計調査の標本は，当然ながら無作為に抽出されており，図表６作成の前提となってい

る所得階層別家族員１人あたり可処分所得は，母集団である都市住民世帯全体の所得階層別家族

員１人あたり可処分所得にほぼ等しいと考えたい。また，図表６に示される所得階層別都市住民

世帯子ども比率（５）も，母集団である都市住民世帯全体の所得階層別子ども比率にほぼ等しいと

考えよう。それゆえ，筆者は，２０１０年に現役生の普通大学統一入学試験出願者を扶養していた

都市住民世帯が１８歳の子どもを扶養している都市住民世帯の６４．８％に相当したことに鑑みて，

図表６に示した所得階層別都市住民世帯子ども比率（５）を所得最上層である最高所得世帯から順

に合計していって６５％程度になる都市住民世帯までは少なくとも学雑費負担能力を有している

と考える。

図表７は，上述の判断に基づいて，学雑費負担能力を有する都市住民世帯比と学雑費を負担し

うる世帯可処分所得の下限を示したものである。学雑費負担能力を有する都市住民世帯は，最高

所得世帯，高所得世帯，上位中所得世帯，中位中所得世帯，下位中所得世帯の上位４分の３程度

で構成される都市住民世帯の６５％程度，学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限は，３万

６０００元程度と推定される。ただし，最高所得世帯と下位中所得世帯の平均世帯可処分所得は，

３．４倍の開きがあり，学雑費が家計に与える負担の度合いは，両所得階層では大きく異なるに相

違ない。

図表８は，所得階層別都市住民１世帯あたり教育費（フロー）と消費支出比（２０１０年）をまと

（１）所得階層別都市住民世帯子ども比率

全世帯
最低所得

世帯
低所得世帯

下位中所得

世帯

中位中所得

世帯

上位中所得

世帯
高所得世帯

最高所得

世帯

１００．０％ １４．７％ １３．７％ ２３．２％ １８．６％ １５．９％ ６．９％ ５．８％

���������������
６５％

学雑費負担能力を有する都市住民世帯比

（２）所得階層別都市住民世帯世帯可処分所得（元）

全世帯
最低所得

世帯
低所得世帯

下位中所得

世帯

中位中所得

世帯

上位中所得

世帯
高所得世帯

最高所得

世帯

５５，０３５ １９，５６９ ２９，７１３ ３８，３６０ ４８，５７２ ６２，６１０ ８１，０２５ １２９，０９３

３６，０００

学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限

図表７ 学雑費負担能力を有する都市住民世帯比と学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限（２０１０年）

資料：中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）『中国統計年鑑』（２０１１年版）中国統計出版社。
中華人民共和国国務院人口普査辧公室・国家統計局人口和社会科技統計司編（２００２年）『中国２０００年人口普査資料』
（上冊）中国統計出版社。
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めたものである。所得階層別都市住民１世帯あたり教育費は，所得上層になるにつれて増加する

傾向にあり，かつ食費や住居費などのその他の支出項目よりも所得弾力性が高い。都市住民１世

帯あたり教育費の消費支出比は，所得上層になるにつれて高くなっており，教育への支出は，中

国でも世帯の経済的余力を示す指標であるといえる。

２０１０年の普通大学の学生１人あたり学雑費は，２０１０年５月に示された財政部の通知が徹底さ

れていれば平均５０００元程度まで引き下げられていたと推定される。図表８をみると，この学雑

費を世帯可処分所得から教育費として捻出できた世帯は，最高所得世帯と高所得世帯に限定さ

れ，上記の推定結果から上位中所得世帯，中位中所得世帯，下位中所得世帯の上位４分の３が除

外される。しかし，学雑費は，世帯貯蓄（ストック）を取り崩すことによっても捻出されうる。

図表９は，所得階層別都市住民１世帯あたり貯蓄（１世帯あたり可処分所得－１世帯あたり消費支

出）と貯蓄率（１世帯あたり貯蓄／１世帯あたり可処分所得）（２０１０年）をまとめたものである。中

国の世帯貯蓄率は，学齢到達後の子どもに必要となる教育資金，医療制度や社会保障制度の整備

の遅れにともなう医療資金と養老資金，今後も高騰が見込まれる不動産購入資金などの積立が盛

んに行われているために，これまで高い水準を維持してきた。いずれの都市住民世帯も，消費支

出を抑制して貯蓄に努めてきたのである２３。

全世帯
最低所得

世帯
低所得世帯

下位中所得

世帯

中位中所得

世帯

上位中所得

世帯
高所得世帯

最高所得

世帯

（１００％） （１０％） （１０％） （２０％） （２０％） （２０％） （１０％） （１０％）

（１）教育費（年額・元）

３，５１６ １，３３４ １，８５７ ２，４１５ ３，０１８ ３，９９５ ５，２４９ ８，３９３

（２）消費支出比

９．１％ ７．４％ ７．９％ ８．３％ ８．５％ ９．２％ ９．６％ １０．５％

全世帯
最低所得

世帯
低所得世帯

下位中所得

世帯

中位中所得

世帯

上位中所得

世帯
高所得世帯

最高所得

世帯

（１００％） （１０％） （１０％） （２０％） （２０％） （２０％） （１０％） （１０％）

（１）貯蓄（年額・元）

１６，２３７ １，５６７ ６，１６０ ９，２２０ １３，０１３ １９，０３１ ２６，２１４ ４９，３７２

（２）貯蓄率

２９．５％ ８．０％ ２０．７％ ２４．０％ ２６．８％ ３０．４％ ３２．４％ ３８．２％

図表８ 所得階層別都市住民１世帯あたり教育費と消費支出比（２０１０年）

資料：中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）『中国統計年鑑』（２０１１年版）中国統計出版社。

図表９ 所得階層別都市住民１世帯あたり貯蓄と貯蓄率（２０１０年）

資料 中華人民共和国国家統計局編（２０１１年）『中国統計年鑑』（２０１１年版）中国統計出版社。
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中国人民銀行は，都市在住の預金者を対象にしたアンケート調査を定期的に行っており，結果

の概要をウェブサイトで公開している。２００６年第１四半期に実施したアンケート調査結果の概

要によると，貯蓄の目的は，従来から一貫して教育資金の積立が第一位を占め，以下，老後資金

の積立，住宅資金の積立，突発的支出にたいする積立と続く（アンケート調査結果の概要は，その

後も定期的に発表されているが，貯蓄の目的についての記述はみられない。）２４。

筆者は，都市住民世帯の学雑費負担能力がこれまで積み立ててきた貯蓄の分だけ拡大される余

地があると考える。もちろん，貯蓄の取り崩しは，医療・保険費や住居費にしわ寄せし，世帯の

リスク管理能力を弱める。しかし，都市住民世帯は，就業条件で大卒者が非大卒者よりも有利で

あるかぎり，教育費以外の目的で積み立ててきた貯蓄をも取り崩して子どもを大学に進学させざ

るをえない。上位中所得世帯，中位中所得世帯，下位中所得世帯の上位４分の３は，現在（２０１０

年），貯蓄を取り崩して学雑費を捻出していると判断される。憂慮すべき点は，このうちの下位

所得層，とりわけ下位中所得世帯の上位４分の３が本来であれば医療・保険費や住居費として積

み立てておくべき貯蓄を取り崩して教育費に振り向けている可能性が高いことである。

おわりに

本稿は，教育経済学の理論仮説が中国における高等教育の拡大をどこまで説明できるのかにつ

いて言及し，高等教育拡大の必要条件である学雑費の動向を確認したうえで，学雑費負担能力を

有する都市住民世帯比と学雑費を負担しうる世帯可処分所得の下限を推定した。

考察の結果は，以下のとおりであった。都市住民世帯の所得上層から６５％圏内に含まれる最

高所得世帯，高所得世帯，上位中所得世帯，中位中所得世帯，下位中所得世帯の上位４分の３

は，現在（２０１０年），少なくとも学雑費負担能力を有していると推定された。また，学雑費を負

担しうる世帯可処分所得の下限は，３万６０００元程度と推定された。もっとも，下位中所得世帯

の上位４分の３は，本来であれば医療・保険費や住居費として積み立てておくべき貯蓄を取り崩

して教育費に振り向けている可能性が高かった。大学進学の便益のさらなる減少は，教育費負担

の度合いが高い下位中所得世帯の家計を極端に悪化させる可能性を孕んでおり，社会の安定を揺

るがす問題に発展する要因となりうる。

大学進学は，現在でも，生涯所得を期待所得として見積もれば依然として投資に値する案件で

あり，また戸籍所在地での就業に限定すれば相応のシグナルをもたらす。高等教育の拡大は，普

通大学統一入学試験出願者数の減少が趨勢として定着していったとしても，入学定員数の引き上

げによって今後も急速に進展していくと思われる。中国政府は，高等教育の拡大を政策に掲げる

以上，産業構造の転換を積極的に促して大卒者の就業機会を創出する努力を求められるととも

に，戸籍制度に由来する入学・入社上の差別の撤廃や学雑費負担の軽減などの措置を講じていか

なければならない。さもなければ，中国政府は，大学進学の便益を十分に受けられない若年層に

よって統治の正統性を否定されることになりかねない。
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付記

本稿は，２０１２年９月８～９日，遼寧省瀋陽市で開催された遼寧大学日本研究所，中華日本学

会，神奈川大学共催の国際シンポジウム「日中国交回復４０周年回顧と展望」（「中日邦交正常化

四十年回顧与展望」）で発表した論文「拡大当代中国高等教育之需要条件――具備学雑費負担能

力的城市居民家庭占比与可負担学雑費家庭的可支配収入下限」を基礎としている。

シンポジウム論文集に寄せた拙稿を基礎とする本稿の発表をお許しくださった関係各位に厚く

お礼申し上げる。
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月）「高等学校収費管理暫行辧法」。

１９ 継続教育とは，一般に，専門職従事者などが義務教育課程を中心とする学校教育修了後に自己の知識・

技術の継続的研鑽に努めることをいう。中国の「成人大学」は，当初は経済改革・対外開放（改革・開

放）政策の導入以前に教育機会を十分に与えられなかった者を主たる対象にしていたが，現在は継続教育
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